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連結情報中心のディスクロージャーヘの移行に
関する一考察
北島治
An Inquiry into a Shift to Disclosure 
Based on Consolidated Accounting Information 
Osamu KITAJIMA 
Abstract 
In June 1997, the consolidated financial statements system in Japan was re-
vised drastically after an interval of twenty years. The two highlights of the revi-
sions are:(i)a shift of an important point of disclosure from separate business in-
formation to consolidated business information and (ii)a change of the criterion of 
the scope of consolidation from rate of stocks which the parent company holds to 
real control power of the parent company. 
By these revisions, the new Japanese system became a system siinilar to the 
consolidated financial statements in International Accounting Standards. 
In this paper, I describe the history of the consolidated financial statements 
system in Japan, outline the revised new system, discuss a few problems concern-
ing the revised new system, and note the impact of the revised new system on the 
management of corporation groups. Specifically, I discuss whether the new system 
can check if a parent company intentionally excludes subsidiary companies or asso-
ciate companies from the scope of consolidation. I conclude that it wil be difficult 
to check this matter by means of the new system. 
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1 はじめに
現在、金融の自由化・国際化の進展を背景に、金融・証券の規制を緩和・撤廃し、それに代
わって市場原理に支えられたフリーで、フェアで、グローバルな市場の構築をめざす「日本版
ビッグバン（金融大改革）」が進行中である。 (I)近年の世界の主要金融証券市場における日本
の金融機関の国際競争力の相対的低下、バルプ崩壊後の日本企業の経営業績の低迷、さらには
銀行、証券会社、そして事業会社の最近の一連の不祥事や経営破綻といった事態も日本版ビッ
グバンの推進を促している。
こうした状況の中、ビッグバンがめざすフリーで、フェアで、グローバルな市場システム実
現のインフラとして、会計制度も大改革が進められつつある。市場インフラとしての会計制度
に求められているのは、公正で透明性のある資本市場を形成するために、デイスクロージャー
（情報開示）制度を一層充実させることであり、これに対応して連結会計の見直し、企業年金
会計の導入、金融商品の時価主義会計の導入など、会計制度の改革が次々と打ち出されてきて
いる。本稿は、こうした会計制度改革の中でもっとも早く改革が行われた連結会計制度の見直
しを対象に取り上げる。
1997年6月6日、企業会計審議会は「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」（以下
「見直し意見書」と呼ぶ）を公表し、これに基づき「連結財務諸表原則」が大幅に改訂された。
1977年4月1日以降に開始する事業年度 (1978年3月期決算）から始まった連結財務諸表制度
が、 20年ぶりに大きく転換するのである。この「見直し意見書」が公表された背景には、現在
進行中の金融ビッグバンによる市場中心システムのインフラとしての会計制度の充実、会計制
度の国際的調和化の動き、これまでの連結財務諸表制度の抱える問題点の改善、などがある。
本稿では、今回の連結財務諸表制度の改訂が、これまでの連結財務諸表制度においてしばし
ば取り上げられた問題点の一つである「連結外し」問題をどのように解決することになるのか
という点を中心課題として、改訂の要点とその評価について考察している。また、現実の企業
経営に対する影響についても検討を加えている。
2 連結財務諸表制度の変遷
2.1 連結財務諸表制度の成立
わが国において連結財務諸表の制度化が問題になったのは、 1964年秋から65年春にかけて明
るみになったサンウェープ工業や山陽特殊鋼などの倒産に伴う子会社への押し込み販売、架空
販売などの方法による巨額の粉飾決算であった。大企業による集団化・系列化の進展、欧米で
の預託証券や外貨建転換社債の発行などによる国際的資金調達の必要性なども、連結財務諸表
の制度化の背景にあったが、なによりも直接的な契機となったのは企業グループを利用した粉
飾決算であった。
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こうした企業グループによる粉飾決算の防止のために、連結財務諸表制度の必要性を求める
声が高まり、約10年の期間を経て、連結財務諸表の制度化の動きが具体化した。 1975年6月に
企業会計審議会は「連結財務諸表の制度化に関する意見書」を答申し、この意見書に基づき
「連結財務諸表原則」が制定され、翌76年に大蔵省は「連結財務諸表の用語、様式及び作成に
関する規則」（連結財務諸表規則）を制定した。こうした一連の手続きを経て、 1977年4月1
日以降に開始する事業年度 (1978年3月期決算）から、証券取引法適用企業は連結財務諸表の
作成・公表を義務付けられ、連結財務諸表制度がスタートした。 121
ただし、この制度化においては、連結財務諸表は有価証券報告書の本体に掲載されず、添付
書類の扱いであり、あくまでも個別財務諸表を補足するものとの位置づけであった。つまり、
「個別情報が主・連結情報が従」という関係であり、この位置づけの関係は、若干の改正があ
ったものの、制度導入当初から今回の制度見直しまでずっと続いたのである。
なお、連結財務諸表の制度化にあたっては、産業界の反発が相当強く、また当時まだ多くの
企業が連結会計実務に不慣れであるなどのため、会計実務慣行の現状に妥協する形で、制度導
入当初からいくつかの暫定的措置が設けられていた。暫定的措置の代表的なものとしては、①
関連会社に対する持分法は、当分の間、適用しないことができる、②個別財務諸表を掲載する
有価証券報告書の提出期限は決算日後3ヶ月以内であるのに対して、添付書類である連結財務
諸表は決算日後4ヶ月以内に提出すればよい、③ADR等の発行会社には、日本基準でなくア
メリカ SEC基準で作成された連結財務諸表の提出を認める、④税効果会計の適用は任意でよ
い、などが挙げられる。
2.2 連結財務諸表制度の充実化
その後、連結財務諸表制度の浸透や日米構造協議 (1988年に始まり90年に最終報告書を発表）
をはじめとした国際的な批判（いわゆる「外圧」）に応じて、徐々に連結財務諸表制度の充実
化が図られてきた。連結財務諸表制度の充実化を年表風にまとめてみると、次のようになる。
・ 1983年4月1日以降に開始する事業年度 (1984年3月期決算）より
関連会社に対する持分法の適用は任意適用から強制適用へ
・ 1988年4月1日以降開始する事業年度 (1989年3月期決算）より
連結財務諸表の提出時期の猶予は認められなくなり、個別財務諸表と同時に3ヶ月以内
の提出へ
・ 1990年4月1日以降開始する事業年度 (1991年3月期決算）より
セグメント情報の開示 131
・ 1991年4月1日以降開始する事業年度 (1992年3月期決算）より
連結財務諸表の有価証券報告書本体への組み入れ
関連当事者間の取引に関する情報開示
・ 1993年4月1日以降開始する事業年度 (1994年3月期決算）より
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セグメント情報が連結財務諸表の注記事項として開示（これにより監査の対象となる）
・ 1994年4月1日以降開始の事業年度 (1995年3月期決算）より
連結の範囲および持分法適用の範囲から除外することができる重要性判定基準（重要性
の原則の適用）である「10％基準」の撤廃
ただし、実務上の運用基準として日本公認会計士協会が「3~5％基準」を提唱したた
め、すべての子会社・関連会社が厳格に連結されるということにはならなかった。 (4)
以上のような一連の改正により、連結財務諸表制度はかなり充実化されてきたが、近年急速
に進展しつつある会計基準の国際的調和化という面からみれば、日本的な特質を色濃くもち、
国際的には異質な側面を数多くもった制度であった。また、いわゆる「連結外し」に代表され
る制度の抜け穴を利用した企業側の不正経理を防止する効果は、徐々に改善されてきたとはい
え、まだまだ弱いものであった。
3 連結財務諸表制度の見直しの要点とそのハイライト
3.1 連結財務諸表制度の見直しの要点
さて、今回の「見直し意見書」とそれに基づいて改訂された連結財務諸表原則（以下、改訂
連結原則と呼ぶ。また改訂前の連結財務諸表原則を旧連結原則と呼ぶ）は、一面では連結財務
諸表制度の充実化の延長線上にあるといえるが、単なる延長線上ではないまさに一線を画した
ものといえる。というのも、従来の充実化は日本的なローカル・スタンダードとしての連結財
務諸表制度の充実化であったのに対して、今回の「見直し意見書」と改訂連結原則は、 IAS
を強く意識した（51国際的調和化に沿ったグローバル・スタンダードとしての連結財務諸表制
度への改革であるからである。
では簡単に、今回の「見直し意見書」から制度見直しの要点をまとめてみると、次のように
なる（なお、図 lも参照）。
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(1)連結ベースのデイスクロージャーの充実
①有価証券報告書及び有価証券届出書における従来の個別・連結の順序から連結・個別の順
序への変更と連結情報の充実（連結情報と個別情報の関係の逆転、すなわち従来の「個別
情報が主・連結情報が従」という関係から「連結情報が主・個別情報が従」という関係
へ）
②連結ベースのオフバランス情報・リスク情報の開示
③連結キャッシュフロー計算書の開示
④中間連結財務諸表の開示
⑤連結臨時報告書の開示
⑥持株会社の情報開示
⑦連結財務諸表未作成会社の個別財務諸表上での関連会社の持分法適用による投資損益の注
記 ・
(2)連結財務諸表原則の改訂
①子会社の範囲•関連会社の範囲の見直し（持株基準から支配力基準・影響力基準へ）
②少数株主持分の負債の部と資本の部の中間に独立項目化（旧連結原則では負債の部の項
目）
③税効果会計の適用（旧連結原則では適用は任意）
④親子会社間の会計処理の統一
⑤資本連結手続きの明確化（簿価評価資本連結法から時価評価資本連結法へ、部分時価評価
法と全面時価評価法の選択化など）
⑥資本連結以外の連結手続きの明確化（いわゆるアップストリーム取引に係わる未実現損益
の消去は全額消去・持分按分負担方式に統一、連結調整勘定の償却は20年以内になど）
⑦連結財務諸表における表示区分の見直し
3.2 個別情報中心のディスクロージャーから連結情報中心のディスクロージャーへ
3.1で見たように、今回の「見直し意見書」による改訂は、多くの改正点をもっているが、
従来の連結財務諸表制度と比較してもっとも重要でハイライトとなる改正点は、次の2つであ
ろう。すなわち、第1に、デイスクロージャーの重点が個別財務諸表中心から連結財務諸表中
心にシフトしたこと、第2に、子会社の判定基準が持株基準から支配力基準に、および関連会
社の判定基準が持株基準から影響力基準にシフトしたことの2点である。この2点の改訂によ
り、日本の連結財務諸表制度は、欧米の連結財務諸表制度の主潮流にやっと足並みをそろえ、
グローバル・スタンダードに近い制度になったといえる。
第1の改正点は、従来の「個別情報が主・連結情報が従」という関係から「連結情報が主・
個別情報が従」という関係へと大きく転換させる形で、個別財務諸表中心のデイスクロージャ
ーから連結財務諸表中心のデイスクロージャーヘのシフトを行ったことである。アメリカ、イ
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ギリスなどでは、従来から連結情報ベースのデイスクロージャーが行われており、また IAS
も連結情報ベースのデイスクロージャーが基本となっているところであり、国際的にやっと調
和化を実現したものと評価できる。また、日本の資本市場ではまだまだ個別情報が投資情報と
しての価値を持ってはいるが、国際的には連結情報が投資情報としては一般的な状況であり、
この個別情報から連結情報へのデイスクロージャーの重点移動は、こうした国際的状況への対
応であると同時に、日本の資本市場を国際化する契機ともなるであろう。
ただしその一方で、「見直し意見書」では、連結情報の充実に伴って、有用性が乏しくなる
と考えられる個別情報については可能な範囲で開示を簡素化し、デイスクロージャーの効率化
を図ることが適当であるとという指摘も行っている。当面の具体的な措置として、①個別情報
の製品別の生産能力や生産実績の記載の簡素化、②関係会社有価証券明細表と関係会社出資金
明細表の廃止、③その他の付属明細表の記載の簡素化、④個別ベースの資金収支表の廃止など
を挙げている。また、個別情報の一層の簡素化について更に検討することも唱っている。当面
の具体的措置以外に個別情報のどの部分が簡素化されるかは、今後の進展を見なければならな
いが、これまで着実に充実化されてきた個別情報を連結情報との関連でいかに整合性をもって
簡素化するかは、今後の重要な問題となるであろう。個別情報が詳細にわたっていることの意
義は、日本においてはまだまだ決して小さくないと思われる。デイスクロージャーの充実とい
う観点からみれば、アメリカのように投資情報としては連結情報だけが開示され、個別情報が
開示されていない状況が必ずしも最適であると言い難く、日本のローカル・スタンダードの一
部として簡素化させるとはいえ個別情報の開示を今後も残すべきである。また、個別情報の簡
素化は、連緒情報と表裏一体の関係にあるセグメント情報のより一層の充実化と合わせて行う
ことが必要であろう。
3.3 子会社・関連会社の判定基準の見直し
もう一つの大きな改正点は、子会社および関連会社の判定基準の変更である。子会社の判定
基準は、旧連結原則では、親会社が議決権株式の過半数を直接・間接に所有しているかどうか
により判定を行う持株基準であったが、改訂連結原則では、議決権株式の所有割合以外の実質
的な支配関係の有無という要素を加味して子会社の判定を行う支配力基準 (6)が導入された。
また関連会社の判定基準も、旧連結原則では、連結会社（親会社および連結子会社）が、子
会社以外の他の会社の議決権株式の20％以上50％以下を所有し、かつ、人事、資金、技術、取
引などの関係を通じて、財務及び営業の方針決定に重要な影響力を与える場合という、持株基
準を基礎にした基準であったが、改訂連結原則では、従来の持株基準による判定に加えて、議
決権株式の所有割合が20％未満であっても、一定の議決権を有し、かつ、実質的な影響力を与
えることができる場合にも関連会社として判定する影響力基準に変更された。
これまでの持株基準による子会社・関連会社の判定については、いわゆる「連結はずし」と
の関係から常々問題となってきた。そこで、節を改めて、今回の子会社・関連会社の判定基準
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が持株基準から支配力基準・影響力基準に変更したことの意義を、「連結外し」との関連で検
討することにする。
4 支配力基準・影響力基準の導入と「連結外し」
4.1 持株基準の「連結除外」基準としての利用
今回の改訂連結原則で、子会社および関連会社の判定基準が持株基準から支配力基準、影響
力基準に変更された意義は非常に大きい。持株基準は、議決権株式の過半数所有か否かで子会
社として連結するか否かを判定し、客観的な判定基準としては実務上明確な基準であるといえ
る。また、関連会社についていえば、議決権株式の20％以上50％以下の所有か否かで関連会社
として持分法を適用するか否かを客観的に判定できる。しかし逆に、こうした客観的・形式的
判定基準であることが、持株基準の問題点ともなってきたのである。すなわち、持株基準が連
結の範囲および持分法適用の範囲の決定基準として機能すると同時に、逆に持株基準で決めて
いる持株比率を超えなければ連結および持分法適用をしなくてもよいという「連結除外」基準
として利用され、いわゆる「連結外し」と呼ばれる事態を生み出してきているのである。連結
財務諸表は、支配従属関係にある 2つ以上の会社からなる企業集団を単一の組織体とみなし、
当該企業集団の財政状態及び経営成績に関して真実な報告するために作成するものであるが、
「連結外し」という事態は、公表された連結財務諸表によって企業集団の真の財政状態及び経
営成績を表しているかどうか疑問の余地を大いに抱かせる、換言すれば連結財務諸表の信頼性
を損なうものといえる。
「連結外し」は連結財務諸表の制度化当初から生じており 171、その後の持分法の強制適用や
「10％基準」の廃止といった制度改正によって改善されきているとはいえ、現在でも持株基準
を「連結除外」基準として利用した「連結外し」は少なからずあるといわれている。最近の例
でいえば、飛島建設によるバブル崩壊によって生じた不良債権隠しのための「連結外し」は、
「連結除外」基準として持株基準を利用した事例といえる。
飛島建設は、 1991年1月に和議申請し事実上倒産した不動産会社ナナトミヘの13001意円の不
良債権を抱え、経営危機に直面した。そこで、 91年5月に「体質改善基本計画」をメインバン
クの富士銀行主導のもと作成し再建を始めたが、 1年もたたずに行き詰まり、 92年4月にさら
に第二次再建5カ年計画を策定した。この第二次再建計画では、飛島建設は、まずグループ企
業の持株比率の変更を行った。具体的には、それまで100％子会社だった「飛島物産」への出
資比率を19％に引き下げ、連結決算から除外し、その上で、飛島物産と「日本カイザー」との
間で株の持ち合い関係を作り上げ、その傘下に「飛島都市開発」をはじめとした不良債権の受
け皿会社群をぶら下げたのである（図2を参照）。そしてこうした「連結外し」の上に、受け
皿会社群にナナトミ関連を含めた4300億円余りの不良債権を押し込んだのである。このような
操作によって、飛島建設の1992年度の連結財務諸表からは不良債権の大半が突如姿を消したの
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である。 (8)
図2「連結外し」で決算への打撃を回避
第ー2次再建計画 (92年4月）以降の持株関係一
外部株主 19% 
1(J()% 薫圏上•ス・ベ
100% 
三［こ
51％ーしニ
皿 1し昧リゾー ト心l
皿困国
工しー エス和l
皿|tソトラル方疇l
皿|ティピーシ一1
|1 00% ` 
100% 
＿刈鴫時疇l発l
[トビ沢ポームサービスl
戸□璽し、醇唇目
D 会社が意図的に週結対象会社から
餘いたグJレーブ
．＇精器協闘蒻あ
圃請蒻喜上の非連結子会社、
聾盟濯襲鍼詣益
?
疇麟〗貞殴 ，＇望疇i^ ‘一ニ一一嗅訃→ー言匪唇屈#、嚢國国躙
飛島建設内部資料をもとに作成
（出所） 「飛島建設『不良債権隠し』の手練手管」 『週刊東洋経済』 1997年11月22日号、
39ペー ジ。
飛島建設以外にもバブル崩壊の影響によるグループ企業の経営悪化に苦しんでいるゼネコン
のいくつかは、信用低下への恐怖心から「連結外し」の手法によって経営危機を糊塗している
ようである。 (9)
このように、持株基準では、持株比率を変更することで連結の範囲および持分法適用の範囲
からグループ企業を意図的に外し、連結会計数値をコントロールすることが可能である。今回
の改訂連結原則は、こうした「連結外し」の問題をも視野に入れて、連結の範囲および持分法
適用の範囲を持株基準から支配力基準にシフトさせたのである。しかし、はたしてこの支配力
基準へのシフトで「連結外し」防止が期待できるであろうか。
4.2 支配力基準・影響力基準の具体的基準提示と「連結外し」の可能性
改訂連結原則によれば、子会社の範囲として、従来の持株基準と同じ「（ 1)他の会社の議
決権の過半数を実質的に所有している場合」に加えて、「（2)他の会社に対する議決権の所有
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割合が100分の50以下であっても、高い比率の議決権を有しており、かつ、当該会社の意思決
定機関を支配している一定の事実が認められる場合」という規定が追加されている。なお、改
訂連結原則注解の「注解5」で、「支配している一定の事実が認められる湯合」とは、具体的
に、①議決権を行使しない株主の存在により、株主総会で継続的に議決権の過半数を占めるこ
とができる場合、②役員・関連会社等の協力的な株主の存在により、株主総会で継続的に議決
権の過半数を占めることができる場合、③役員もしくは従業員、またはこれらであった者が取
締役会構成員の過半数を継続的に占めている場合、④重要な財務および営業の方針決定を支配
する契約などが存在する場合、を挙げている。
また、関連会社の範囲についても、従来からの持株基準と同じ「(1)子会社以外の他の会
社の議決権の100分の20以上を実質的に所有している場合（当該議決権の100分の20以上の所有
が一時的であると認められる場合を除く。）」に加えて、「(2)他の会社に対する議決権の所有
割合が100分の20未満であっても、一定の議決権を有しており、かつ、当該会社の財務及び営
業の方針決定に対して重要な影響を与えることができる一定の事実が認められる場合」という
規定が追加されている。
しかし、これらの規定では、子会社の場合に議決権の所有割合50％以下のどのくらいを「高
い比率」とみなすのかは明確ではない。同様に、関連会社の場合も議決権の所有割合20％未満
のどのくらいを「一定の議決権を有して」いるとみなすのかは明確ではない。
そこで、このような不明確さをただすために、企業会計審議会は、 1998年9月14日に「連結
財務諸表制度における子会社及び関連会社の範囲の見直しに係わる具体的な基準（案）」（10)を
発表し、子会社および関連会社の範囲の目安となる議決権所有割合を具体的に明示している。
これによると、子会社の範囲としては、 40％以上50％以下という所有割合を「高い比率」とみ
なすことを、また関連会社の範囲としては、 15％以上20％未満という所有割合を「一定の議決
権を有して」いる条件とみなすことを提案している。
実務関係者からすれば、このように具体的に定量的基準が提示されることにより、子会社・
関連会社の範囲のルールが明確化されることは望ましいであろう (II)。しかし、こうした具体
的な定量的基準が明示されたことにより、むしろ、これが「連結外し」の基準として利用され
る可能性も残ったのである。つまり、これまでと同様に、この定量的基準を外れれば、具体的
には40％未満であれば子会社として連結しなくてもよい、あるいは15％未満であれば、関連会
社として持分法を適用しなくてもよいという「連結除外」のための基準として機能する可能性
は大きいように思われる。
持株基準から支配力基準・影響力基準への変更により、「連結外し」の防止効果のハードル
は確かに高くなったが、それでもさらにこれをすり抜ける新手法を考え出す企業は後を絶つこ
とがなく、改訂基準とのイタチゴッコはこれからも続くのではないだろうか。 1999年4月1日
以降に開始する事業年度 (2000年3月期決算）から改訂連結原則は本格的に実施されるが、こ
の実施後の実態をみることによって、今回の支配力基準・影響力基準への変更が「連結外し」
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の防止にどの程度効果を上げることができるか、それが判断できるであろう。
5 連結情報中心時代に向けた企業グループ一体型経営
ところで、連結財務諸表制度の改訂に合わせるためだけではなく、メガコンペティション時
代の生き残りをかけたグローバルな事業展開を推進するためにも、連結重視の経営に体制を整
えつつある企業が増えている。資本市場においては、連結ベースの業績が評価の物差しになり
始めており、連結ベースでの採算性を向上させなくては国際競争に生き残れないという危機感
がその背景にある。
たとえば、 1999年3月期の連結最終損益が2500億円の赤字になる見通しの日立製作所は、将
来の事業持株会社への移行を視野に入れたグループ経営の改善策を打ち出している。日立本体
のリストラ策に加えて、 1000社を超える関連会社の効率的な事業運営のための事業再編も進め
ようとしている。半導体事業の国内関連会社5社を 3社に、重電の関連会社8社を 4社に統合
する一方で、家電は製造部門の別会社化を図る方針である。 (12)そして、このような日立グル
ープの連結経営強化のための議論をする「日立グループ協議会」を日立と上場子会社6社の首
脳で発足させた。 (13)
東芝もグループ内で関連する事業を集約化するなど連結ベースの経営体制の強化を進めてい
る。東芝本体では、 15事業部を 9つの社内カンパニー制に再編するとともに、子会社の事業再
編も加速させている。 98年4月には昇降機の子会社3社を合併し、業績不振の東芝硝子は旭硝
子の子会社の岩城硝子と合併させることを決定した。また、 8月には、 POSシステム端末や
ファクシミリを製造する上場会社テック（東芝の出資比率が46.3％の関連会社）に、東芝本体
が製造する複写機事業を移管するとともに、テックヘの東芝の出資比率を50％超に引き上げて
連結子会社とすることを発表した。また、テックが手掛ける業務用照明器事業を東芝の100%
子会社である東芝ライテックに移管することも表明している。 (14)
また、トヨタ自動車は、世界規模の自動車業界再編をにらんだグループ企業の結束力の強化
を目的に、この 1年間にグループ主要上場企業11社の出資比率を若千ではあるが引き上げてい
る。また、この11社のうちの完成車メーカー、ダイハツ工業と日野自動車工業については、
1998年3月末現在のトヨタの出資比率がそれぞれ34.5%、20.1％であるが、将来的には出資比
率を50％超に引き上げる方針を表明している。 (15)
さらに、連結情報を管理会計情報としても利用しつつある企業が増えている。たとえば、野
村総合研究所が行った大手上場企業91社を対象にした調査（表1を参照）では、連結決算を
「経営指標として重要視」している企業が53.8％と半数を超えている。また、「事業分野別管理
制度への利用」については、現状では2割弱の企業の実施しかないが、今後の取り組みでみて
みると、 4割以上の企業が連結決算を活用する意向を示している。「四半期・月次の管理会計
への利用」も29.7％の企業がその意向を示している。松下電器産業やNECなどでは、すでに
-53-
連結事業部別の損益計算書や貸借対照表を作成し、月次ベースで連結業績管理を実施している
という。 (16)
表1 大手上場企業91社の連結決算の活用状況
Q.御社における連結決算の活用状況はどのよう
になっていますか。
（複数回答可） 社数 91社中
1 会計制度への対応が主で
積極的ではない 29 (31.9%) 
2 営業報告書に記載する 21 (23.1%) 
3 単独・連結決算同時発表 60 (65.9%) 
4 経営指標として重要視 49 (53.8%) 
5 事業分野別管理制度に利用 17 (18.7%) 
6 その他 4 (4.4%) 
Q.今後，連結決算をどのように活用・重視して
いきたいと思いますか。
（複数回答可） 社数 91社中
1 単独決算の補足情報とい 19 (20.9%) う位置づけ
2 単独決算よりも重視 42 (46.2%) 
3 事業分野別管理に利用 39 (42.9%) 
4 四へ半の期利，用月次の管理会計 27 (29. 7%) 
5 その他 6 (6.6%) 
（出所）『わかる・つかえる・つくれる連結財務諸表』
中央経済社、 1997年、 37ペー ジ。
メガコンペティション時代を迎え、国際競争に生き残って行くには、グローバル・スタンダ
ードに則った連結ベースの経営が求められるであろう。そのためには、連結ベースでの採算性
を重視し、不採算部門の整理統合やコア事業への経営資源の集中などの事業再編が迫られ、し
かも企業グループが一体となった迅速な意思決定が必要となる。今回の連結情報中心のデイス
クロージャーヘの制度改訂は、こうした動きを加速する重要な契機となるであろう。
6 むすび
今回の連結財務諸表制度の改訂は、制度が導入されて以来の大きな転換である。制度導入時
には、企業グループを利用した粉飾決算の防止という背景があったにもかかわらず、結局のと
ころ、あるべき連結会計基準と産業界の連結会計の実務的困難性との妥協の産物として連結財
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務諸表が制度化された。しかし、今回の制度改訂は、ビッグバンのためのインフラ整備の一環
であり、またIASとの調和化を強く意識したものであり、産業界への妥協をできる限り排除
して、国際的に通用するグローバル・スタンダードに近い連結会計基準を強く提示したものと
いえる。
ただし、連結財務諸表制度をめぐっては、今回の改訂でもなお、いろいろな課題を抱えてい
る。たとえば、「連結外し」の防止効果への疑問や個別情報の簡素化の程度などの課題を上述
したが、その他に、改訂連結原則が依ってたつ考え方は、旧連結原則の「親会社説」を踏襲し
ているが、改訂された処理方法のうち支配力基準、全面時価評価、全額消去・持分按分負担方
式、少数株主持分表示などの処理方法は、「親会社説」の考え方と相容れず、「経済的単一体説」
を志向するものである点を理論的にどう整備すべきか、またいわゆるトライアングル体制との
関連で、今回の改訂連結財務諸表制度による証券取引法上のデイスクロージャー制度の進展と、
まだ連結財務諸表の作成・開示を義務づけていない商法上のデイスクロージャー制度とのさま
ざまな麒甑を今後どのように解消していくか、あるいは連結納税制度の導入をどうするか、さ
らにはこの間社会的な不信を投げかけられている監査制度の改革など、課題は山積している。
あるべき制度の理念を高く掲げ、それに向かって努力することが今まさに求められている。
［注］
(1)伊藤邦雄「ピッグバンの理念と市場インフラ」、伊藤邦雄・上村達男編著『金融ビッグバン 会計
と法ー一会計・商法・証券取引法・税制等の方向一』中央経済社、 1998年、 1章に所収、 4ペ
ジー。
(2)山地秀俊氏らは、 1960年代半ばの企業グループを利用した粉飾決算の防止という連結財務諸表制
度化の推進要因に加えて、 1970年代に入ってからの制度化の推進要因として、次の2点を挙げて
いる。一つは、欧米での預託証券の発行などによって海外から資金調達している企業で海外にお
いて連結財務諸表を作成・開示する企業が1960年代半ばに比べてほぽ倍増している (1975年3月
現在で36社）ことである。二つめは、 1973年6月に日本を含めた 9カ国の職業会計士団体の構成
で設立された民間機関の国際会計基準委員会 (IA S C : International Accounting Standards 
Committee)が、会計基準の国際的調和化・統一化をめざして国際会計基準 (IAS : 
International Accounting Standards)の作成作業を進めていたが、 1974年12月に IAS公開草案第
3号「連結財務諸表及び持分法」を公表したことである。この2点は、現実の制度として連結財
務諸表を具体化する上で大きな影響を与えたと思われる（山地秀俊•鈴木一水・梶原晃•松本祥
尚『日本的企業会計の形成過程』中央経済社、 1994年、 129-131ペー ジ）。
(3)セグメント情報の開示内容は、当初、事業別の売上高と営業損益および国内・在外別の売上高だ
けであったが、その後段階的に拡充され、 1994年4月1日以降開始する事業年度 (1995年3月期
決算）からは国内・在外別の営業損益を、 1995年4月1日以降開始する事業年度 (1996年3月期
決算）からは事業別の資産、減価償却費、設備投資額ならぴに国内・在外別の資産を、 1997年4
月1日以降開始する事業年度 (1998年3月期決算）からは国内・在外別の2区分ではなく、国ま
たは地域別の区分とし、その売上高、営業損益、資産を開示することが義務づけられた。
(4) この点については、拙稿「企業集団と会計」、大橋英五・坂口康．勝山進絹『社会と会計』大月書
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店、 1996年、第I編第5章に所収、を参照。
(5) I AS Cは民間機関であり、そのためそれが設定する IA Sは強制力を持たなかった。しかし、
アメリカの証券取引委員会 (SE C : Securities and Exchange Commission)やわが国の大蔵省
証券局などが加盟している国際証券監督者機構 (IO S C O : International Organization of 
Securities Commissions and Similar Agencies)が、 1995年に、 IOSCOが受け入れ可能な「コ
ア・スタンダード」を IASCが完成させれば、 IASを承認するという表明を行い、 IASの
強制力を後押しする状況になっている。こうした状況が、 IOSCOに加盟している大蔵省をし
て、従来の連結財務諸表制度を国際的な基準に調和させていくことを強く推進したと考えられ
る。
(6)支配力基準は、議決権株式の過半数所有という形式的支配力では把握できない実質的な支配力の
有無を加味して子会社の範囲を判定するための基準であるが、広狭両義にとえられることがある。
広義には、形式的支配力＋実質的支配力でとらえるもので、この場合には持株基準も支配力基準
の一部と解される。狭義には、持株基準と区別するために、実質的支配力のみを支配力基準とす
るもので、このようにとらえた場合には、今回の改訂による持株基準から支配力基準へのシフト
というのは、従来の形式的な持株基準に支配力基準を付加したものといえる。
(7)東京証券取引所の調査によると、連結財務諸表制度が導入された初年度に、東証一部上場555社の
うち、連結財務諸表を作成しなかった会社が284社 (51.8%)あり、そのうち、 218社は子会社を
有していながら連結決算をしなかった。また、連結財務諸表を公表した271社は、所有する子会
社が合計で8,446社ありながら、連結された子会社は2,099社 (24.9%）しかなかった。これを 1社
当たりの平均数にすると、親会社は平均31.2社の子会社を所有しながら、連結子会社としたのは
平均7.7社にすぎなかった。このように、子会社でありながら連結から外したのは、 99.7％が重要
ならざる子会社という理由によってである。重要性の原則の適用による「連結外し」である（稲
垣富士男「連結財務諸表原則」『企業会計』 1984年1月号、 66-67ページより）。また、小野武美
「連結会計の制度化と持株比率の変更—わが国上場企業の実証分析ーー」醍醐聰編著『連結会
計一体系と実務ー一』同文舘、 1995年、第6章に所収、も「連結外し」の実態を興味深く分析
している。
(8)「飛島建設「不良債権隠し』の手練手管」『週刊東洋経済』 1997年1月22日号、 39-41ページ、およ
び「病めるゼネコン・飛島救済の深層 (2)」『日本経済新聞』 1997年4月2日付。
(9)「病めるゼネコン・飛島救済の深層 (2)」『日本経済新聞J1997年4月2日付には、飛島建設以外
にも、青木建設やハザマによる「連結外し」の事例が紹介されている。
(10)「連結財務諸表制度における子会社及び関連会社の範囲の見直しに係わる具体的な基準（案）」は、
インターネットより収集 (http://www.mof.go.jp/toshin/la9l 7.htrn)。
(11)藤田敬司（三井物産株式会社経理部理事）「実務からみた『連結財務諸表制度』」『企業会計』
1997年10月号、 76ペー ジ。
(12)『日本経済新聞』 1998年9月24日付。
(13)『日本経済新聞』 1998年10月15日付。
(14)『日本経済新聞』 1998年8月28日付。
(15)『日本経済新聞』 1998年6月1日付。
(16)『わかる・つかえる・つくれる連結財務諸表』中央経済社、 1997年、 37ページ。また、挽文子
「管理会計情報としての連結情報」『産業経理』第58巻第 1号、 1998年4月も参照。
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